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問合せ先 経営企画部ＩＲ室長 齋 藤 孝 一 

TEL.03-6447-4870（代表） 

 

国内不動産信託受益権の取得に関するお知らせ 

（プライムメゾン錦糸町） 

 

積水ハウス・リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する積水ハウス・ア

セットマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、本日、本投資法人が下記の資産の取

得（以下「本資産取得」といいます。）を行うことについて決定しましたのでお知らせいたします。 

なお、本資産取得の決定に際し、取得の相手方は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和 26 年法律第 198

号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）第201条第1項に定義される利害関係人等に該

当し、本資産運用会社が社内規程として定める利害関係者取引規程上の利害関係者に該当することから、本資産

運用会社は当該利害関係者取引規程に基づき、本日付で開催された本投資法人の役員会の承認に基づく本投資法

人の同意を取得しています。 

 

記 

 

1. 本資産取得の概要 

物件名称 用途 所在地 
取得予定価格 

（注 1） 

鑑定 

NOI 利回り 
（注 2） 

償却後鑑定 

NOI 利回り 
（注 3） 

取得予定日 取得先 

プライムメゾン 

錦糸町 
住居 

東京都 

墨田区 
4,270 百万円 3.5％ 3.0％ 

2026 年 

7 月 1 日 

積水ハウス 

株式会社 
 

(1) 特定資産の種類 ： 国内不動産を信託財産とする信託の受益権 

(2) 契 約 締 結 日 ： 2026 年 6 月 15 日 

(3) 媒 介 の 有 無 ： 該当無し 

(4) 取 得 資 金 ： 自己資金 

(5) 決 済 方 法 ： 引渡時に全額支払 

(注 1) 「取得予定価格」は、本投資法人と取得先との間で締結された信託受益権譲渡契約書に記載された売買代金額（消費税及び地方消費税

並びに売買手数料等の諸費用を含まず、百万円未満を切り捨てています。）を記載しています。以下同じです。 
(注 2) 「鑑定NOI利回り」は、2026年6月1日時点の鑑定評価書の鑑定NOIを取得予定価格にて除した数値を小数第2位で四捨五入して記載

しています。 

(注 3) 「償却後鑑定NOI利回り」は、2026年6月1日時点の鑑定評価書の鑑定NOIから想定減価償却費（年額）を控除した金額を取得予定価
格にて除した数値を小数第2位で四捨五入して記載しています。 
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2. 本資産取得の理由 

本物件は、本投資法人のスポンサーである積水ハウスが企画・開発した賃貸マンションであり、豊富な実績

を有する積水ハウスグループ（注 1）の不動産開発力及び運営力等を最大限に活用する成長戦略の一環として取

得を決定した資産（以下「取得予定資産」といいます。）の取得を行うものです。また、取得予定資産は、本投

資法人が重点投資エリアとする東京圏（注 2）に所在し、人口流入に伴う需要の拡大等を背景とした、好調な

マーケットの恩恵を享受できると考えています。なお、取得予定資産の取得決定に際し、着目した特徴は、以

下のとおりです。 

(注 1) 「積水ハウスグループ」とは、積水ハウスとその連結子会社及び持分法適用会社で構成される企業集団をいいます。 

(注 2) 「東京圏」とは東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県を指します。 

 

(1) 立地特性 

本物件は、JR 総武線、東京メトロ半蔵門線「錦糸町」駅より徒歩約 4 分に位置し、「錦糸町」駅から「東

京」駅までJR総武線快速利用で約8分、「大手町」駅まで東京メトロ半蔵門線利用で約13分と、都心への接

近性に優れています。また、病院や郵便局等の生活利便施設が徒歩圏に所在し、駅周辺にはショッピングセ

ンター等商業施設が充実しており、住宅地として十分な需要が見込まれる立地です。 

 

(2) 物件特性 

本物件は、地上 13 階建て、全 87 戸（店舗 2 戸含む）、部屋は 1R、1K、1LDK で構成されています。外観は

陰影を活かしたシャープでモダンなデザインで、高さのあるステンレスドアや間接照明、樹種にこだわった

植栽等によって雰囲気のあるエントランス空間を備えています。また、本物件はZEH-M Orientedです。設備

については、オートロック、モニター付インターホン、浴室乾燥機、宅配ボックス、無料インターネット設

備等を備えており、単身者や少人数世帯による需要が見込まれます。 

 

3. 取得予定資産の内容 

特定資産の概要 

物 件 名 称 プライムメゾン錦糸町 

取 得 予 定 日 2026年7月1日 

特 定 資 産 の 種 類 信託受益権（予定） 

信 託 受 託 者 株式会社りそな銀行（予定） 

信 託 契 約 期 間 2026年7月1日から2036年6月30日まで（予定） 

取 得 予 定 価 格 4,270百万円 

鑑 定 評 価 額 （ 価 格 時 点 ） 4,390百万円（2026年6月1日） 

鑑 定 評 価 機 関 一般財団法人日本不動産研究所 

所 在 地 東京都墨田区江東橋四丁目8番12 

土 地 

地 番 東京都墨田区江東橋四丁目36番3 他3筆 

敷 地 面 積 480.50㎡ 

用 途 地 域 商業地域 

建 蔽 率 80％ 

容 積 率 600％ 

所 有 形 態 所有権 

建 物 

用 途 共同住宅、店舗 

建 築 時 期 2025年5月 

構 造 / 階 数 RC造/地上13階 

延 床 面 積 3,212.73㎡ 

所 有 形 態 所有権 

担 保 設 定 の 有 無 無 

賃貸借及び管理の状況 

賃 貸 可 能 面 積 2,809.41㎡（賃貸可能戸数87戸（店舗2戸含む）） 
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賃 貸 面 積 2,733.27㎡（賃貸戸数84戸） 

稼 働 率 97.3％（2026年 4月末現在） 

テ ナ ン ト 数 1 

月 額 賃 料 13,785千円 

敷 金 ・ 保 証 金 22,963千円 

プロパティ・マネジメント会社 積水ハウスシャーメゾン PM 東京株式会社（予定） 

マ ス タ ー リ ー ス 会 社 積水ハウスシャーメゾン PM 東京株式会社（予定） 

マ ス タ ー リ ー ス 種 別 パススルー型（予定） 

契 約 期 間 2026年7月1日から2027年6月30日まで（予定） 

【「3.取得予定資産の内容」の記載事項の説明】 

(1) 「鑑定評価額（価格時点）」は、本投資法人及び本資産運用会社が不動産鑑定機関又は価格調査機関に投資対象不動産の鑑定評価又は
価格調査を委託し、作成された不動産鑑定評価書又は調査報告書に記載された鑑定評価額又は調査価格及び価格時点を記載し、鑑定

評価額又は調査価格については百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、調査報告書とは、不動産の鑑定評価に関する法律
（昭和38 年法律第152号）及び国土交通省が定める「不動産鑑定士が不動産に関する価格等調査を行う場合の業務の目的と範囲等の
確定及び成果報告書の記載に関するガイドライン」等に準拠し、不動産鑑定評価基準に則らない価格等調査として発行されたもので

す。 
(2) 「所在地」は、住居表示を記載しています。なお、住居表示は市区町村が交付する通知書、物件概要書又は重要事項説明書に基づき

記載し、住居表示が未実施及び物件概要書又は重要事項説明書に住居表示の記載がない場合には、登記簿（登記記録を含みます。以

下同じです。）上に表示されている「建物の所在」欄の内容又は所在地として慣用されている表示方法を記載しています。 
(3) 「地番」及び「敷地面積」は、登記簿上の表示に基づき地番（複数ある場合にはそのうちの一地番）及び地積の合計を記載していま

す。 

(4) 「用途地域」は、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号。その後の改正を含みます。）（以下「都市計画法」といいます。）第 8 条第 1
項第1号に掲げる用途地域の種類を記載しています。 

(5) 「建蔽率」は、建築基準法（昭和25年法律第201号。その後の改正を含みます。）（以下「建築基準法」といいます。）第53条に定め

る、建築物の建築面積の敷地面積に対する割合であって、建築基準法、都市計画法等の関連法令に従って定められた数値を百分率で
記載しています。 

(6) 「容積率」は、建築基準法第52 条に定める、建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合であって、建築基準法、都市計画法等の関連

法令に従って定められた数値を百分率で記載しています。 
(7) 「土地」の「所有形態」は、信託不動産に関して不動産信託の受託者が保有する又は保有する予定の権利について、所有権・区分所

有権等の所有形態の区分を記載しています。 

(8) 「用途」は、登記簿上表示されている種類のうち、主要なものを記載しています。 
(9) 「建築時期」は、登記簿上の表示に基づき記載しています。 
(10) 「構造/階数」は、登記簿上の表示に基づき記載しています。なお、記載の略称は、それぞれ以下の構造を表しています。 

RC造：鉄筋コンクリート造、SRC造：鉄骨鉄筋コンクリート造、S造：鉄骨造 
(11) 「延床面積」は、登記簿上表示されている建物又は信託建物（ただし、附属建物等を除きます。）の床面積の合計を記載しています。 
(12) 「建物」の「所有形態」は、信託不動産に関して不動産信託の受託者が保有する又は保有する予定の権利について、所有権・区分所

有権等の所有形態の区分を記載しています。 
(13) 「担保設定の有無」は、本投資法人が負担している又は本資産取得後に負担する予定の担保がある場合に、その概要を記載していま

す。 

建物状況調査の概要 

再 調 達 価 格 880百万円 

修 繕 費 

緊 急 修 繕 － 

短 期 修 繕 － 

長 期 修 繕 3,170千円 

調 査 会 社 株式会社JCIAインサイト 

  

地震PML評価の概要 

P M L 7.3％ 

調 査 会 社 SOMPOリスクマネジメント株式会社 

設計者・施工者・確認検査機関 

建 物 設 計 者 株式会社三輪設計 

構 造 設 計 者 株式会社ビームス・デザイン・コンサルタント 

施 工 者 馬淵建設株式会社 

確 認 検 査 機 関 日本建築検査協会株式会社 

特記事項 

該当無し 
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(14) 「賃貸可能面積」は、2026 年 4 月末日現在において有効な各賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能であると考えられる面積
を合計し、記載しています。 

(15) 「賃貸面積」は、2026 年 4 月末日現在において有効な各賃貸借契約書に表示された賃貸面積又は建物図面等に基づく賃貸面積の合計
を記載しています。 

(16) 「稼働率」は、賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を、小数第2位を四捨五入して記載しています。 

(17) 「テナント数」は、2026 年 4 月末日現在において有効な各賃貸借契約の内容に基づき記載しています。なお、取得予定資産について
は、信託受託者とマスターリース会社との間でマスターリース契約を締結する予定であるため、かかるマスターリース契約上の賃借
人の数を記載しています。「マスターリース会社」及び「マスターリース契約」については、下記（21）をご参照ください。 

(18) 「月額賃料」は、2026 年 4 月末日現在において有効なエンドテナントとの各賃貸借契約書に表示された月額賃料（駐車場、倉庫、看
板等の使用料は含まず共益費を含みます。なお、消費税及び地方消費税は含みません。以下同じです。また、当該賃貸借契約におい
てフリーレント又はレントホリデーの定めがある場合でも、同日時点のフリーレント及びレントホリデーは考慮しないものとします。）

の合計額を千円未満を切り捨てて記載しています。なお、「フリーレント」とは、ある一定期間（主として新規入居時）に無償又は相
当低廉な賃料を設定する合意をいい、「レントホリデー」とは、賃貸借期間中の一定の期間について、定期又は不定期に、無償又は相
当低廉な賃料を設定する合意をいいます。以下同じです。 

(19) 「敷金・保証金」は、2026 年 4 月末日現在において有効なエンドテナントとの各賃貸借契約書に規定された敷金及び保証金の合計額
（駐車場についての敷金は含みません。）を千円未満を切り捨てて記載しています。 

(20) 「プロパティ・マネジメント会社」は、本投資法人が取得予定資産の取得後にプロパティ・マネジメント業務を委託する予定の会社

を記載しています。 
(21) 「マスターリース会社」は、本投資法人による取得予定資産の取得後、信託受託者とマスターリース契約を締結し、マスターリース

会社となる予定の会社を記載しています。なお、「マスターリース契約」とは、賃借人が第三者に転貸することを目的として一括して

締結される建物の賃貸借契約をいいます。以下同じです。 
(22) 「マスターリース種別」は、本投資法人による取得予定資産の取得後、有効となるマスターリース契約の契約形態を記載しています。

マスターリース会社が支払う賃料を、転借人がマスターリース会社に支払う賃料にかかわらず一定額とするマスターリース方式を

「賃料固定型」、マスターリース会社が支払う賃料と、エンドテナントが支払う賃料が常に同額となるマスターリース方式を「パスス
ルー型」と記載しています。 

(23) 「契約期間」は、本投資法人が取得予定資産の取得時に新たに締結する予定のマスターリース契約（変更契約を含む。）の内容に基づ

き、記載しています。 
(24) 「再調達価格」は、建物状況調査報告書の記載に基づき、消費税を含まない金額を百万円未満を切り捨てて記載しています。 
(25) 「修繕費」は、建物状況調査報告書に基づき記載しています。「短期修繕」は、調査会社が試算した調査時点における 1 年以内に必要

とする修繕・更新費用を記載しています。「長期修繕」は、建物状況調査報告書の記載に基づき調査会社が試算した調査時点における
12 年間の修繕・更新費用の年平均を、千円未満を切り捨てて記載しています。ただし、建物状況調査報告書に年平均の記載がない場
合は、建物状況調査報告書に記載されている12 年間の修繕・更新費用の合計に基づき、本資産運用会社にて年平均額を算出し千円未

満を切り捨てて記載しています。 
(26) 「PML」は、SOMPO リスクマネジメント株式会社が取得予定資産に関して作成した地震 PML 評価報告書又はSOMPO リスクマネジメント

株式会社が行った PML の算出結果を記載した建物状況調査報告書の記載に基づいて記載しています。当該記載は、報告者の意見を示

したものにとどまり、本投資法人がその内容の正確性を保証するものではありません。 
   なお、「PML」とは、地震による予想最大損失率（Probable Maximum Loss）を意味します。PMLについての統一された厳密な定義はあ

りませんが、本書においては、想定した予定使用期間中（50 年間＝一般的な建物の耐用年数）での超過確率10％の損失額（再現期間

475 年相当の損失額）の再調達価格に対する割合（％）で示したものです。ただし、予想損失額は、地震動による建物（構造体、仕
上げ、建築設備）のみの直接損失に関するものだけであり、機器、家具、什器等の被害や地震後の水又は火災による損失、被災者に
対する補償、営業中断による営業損失等の二次的被害は含まれていません。 

(27) 「特記事項」は、以下の事項を含む、取得予定資産の権利関係や利用等に関連して重要と考えられる事項のほか、取得予定資産の評
価額、収益性及び処分性への影響度を考慮して重要と考えられる事項がある場合に当該事項を記載しています。 
a. 法令諸規則上の制限又は規制の主なもの 

b. 権利関係等に係る負担又は制限の主なもの（担保権の設定を含みます。） 
c. 不動産又は信託不動産と隣接地との境界を越えた構築物等がある場合や境界確認等に問題がある場合の主なものとその協定等 
d. 共有者又は区分所有者との間でなされた合意事項又は協定等の主なもの 

 

4. 取得先の概要 

名 称 積水ハウス株式会社 

所 在 地 大阪府大阪市北区大淀中一丁目1番88号 

代 表 者 の 役 職 

・ 氏 名 
代表取締役兼CEO 社長執行役員 仲井 嘉浩 

事 業 内 容 
住宅、各種建築物、開発事業の企画・設計・施工・請負及び監理、不動産の売買、賃

貸借、管理及び不動産経営コンサルティング並びにその他関連事業 

資 本 金 203,300百万円（2026年1月末日現在） 

設 立 年 月 1960年8月 

純 資 産 2,188,237百万円（連結）（2026年 1月末日現在） 

総 資 産 5,006,637百万円（連結）（2026年 1月末日現在） 

大 株 主 

（ 持 株 比 率 ） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）（16.72％） 

株式会社日本カストディ銀行（信託口）（7.54％） 

積水ハウス育資会（3.42％） 

（いずれも2026年1月末日現在） 
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本投資法人・本資産運用会社と当該会社の関係 

  資 本 関 係 

当該会社は、本日現在において、本投資法人の発行済投資口の総口数の4.66％を保

有しています。また、本資産運用会社の発行済株式総数の100％を保有する会社であ

り、投信法で定める利害関係人等に該当し、本資産運用会社が社内規程として定める

利害関係者取引規程上の利害関係者に該当します。 

  人 的 関 係 

当該会社は、本日現在、本資産運用会社に対して、非常勤取締役1名及び非常勤監査

役1名を派遣しています。なお、本資産運用会社の役職員のうち11名が当該会社か

らの出向者です。 

  取 引 関 係 

当該会社は、本投資法人及び本資産運用会社との間で、スポンサー・サポート契約及

び投資口の保有に関する覚書を、本投資法人との間で商標の使用に関する覚書を締結

しています。また、本投資法人が保有する一部の取得済資産の売主であり、かつ、当

該保有資産の一部について、マスターリース兼プロパティ・マネジメント契約を締結

しています。 

  
関 連 当 事 者 へ 

の 該 当 状 況 
当該会社は、本資産運用会社の親会社であり、関連当事者に該当します。 

 

5. 物件取得者等の状況 

 前所有者等 前々所有者等 

会 社 名 積水ハウス株式会社 特別な利害関係にある者以外 

特別な利害関係に 

あるものとの関係 

上記「4.取得先の概要」をご参照くださ

い。 

－ 

取得経緯・理由等 開発目的で取得 － 

取 得 価 格 － － 

取 得 時 期 － － 

 

6. 利害関係人等との取引 

取得予定資産の取得先である積水ハウス株式会社は、前記のとおり投信法で定める利害関係人等に該当し、

かつ本資産運用会社の社内規程である利害関係者取引規程上の利害関係者に該当するため、本資産運用会社は、

積水ハウス株式会社との間での取得予定資産の売買にあたり、当該利害関係者取引規程に定める意思決定手続

（本日開催の本投資法人の役員会の承認に基づく本投資法人の同意を含みます。）を経ています。 

また、本投資法人は、取得予定資産について、積水ハウスシャーメゾン PM 東京株式会社を賃借人（マスター

リース会社）とする建物賃貸借契約を締結するとともに、同社にプロパティ・マネジメント業務を委託する予

定です。積水ハウスシャーメゾン PM 東京株式会社は、投信法で定める利害関係人等に該当し、かつ上記の利害

関係者取引規程上の利害関係者に該当するため、かかる建物の賃貸及び業務の委託に関しても、本資産運用会

社は上記の利害関係者取引規程に定める意思決定手続（本投資法人の役員会の承認に基づく本投資法人の同意

を含みます。）を経る予定です。 

 

7. 今後の見通し 

本日付で別途公表した「2026 年 4 月期 決算短信（REIT）1．運用状況（1）運用状況 ④次期の業績に関する

見通し」をご参照ください。 

 

8. 取得予定資産に係る鑑定評価書等の概要 

物 件 名 称 プライムメゾン錦糸町 

鑑 定 評 価 額 4,390,000,000円 

鑑 定 評 価 機 関 の 名 称 一般財団法人日本不動産研究所 

価 格 時 点 2026年6月1日 

 （千円） 

項 目 内 容 概 要 等 

収 益 価 格 4,390,000 直接還元法による価格とDCF法による価格を関連付け査定 

 直 接 還 元 法 に よ る 価 格 4,450,000 － 
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  運 営 収 益 185,955 － 

   可 能 総 収 益 194,228 現行契約に基づく平均賃料、新規賃料等を基に計上 

   空 室 等 損 失 等 8,273 
類似不動産の稼働状況や需給動向、過年度の稼働状況を勘案し
て計上 

  運 営 費 用 37,252 － 

   維 持 管 理 費 8,800 
過年度実績額及び類似不動産の維持管理費を参考に、対象不動

産の個別性を考慮して計上 

   水 道 光 熱 費 1,650 
過年度実績額及び類似不動産の水道光熱費を参考に、対象不動

産の個別性を考慮して計上 

   修 繕 費 2,062 過年度実績額、類似不動産の水準及びERを考慮して計上 

   P M フ ィ ー 3,605 契約の報酬料率及び類似不動産の水準を考慮して計上 

   テ ナ ン ト 募 集 費 用 等 8,522 契約条件や過年度実績、類似不動産の賃貸条件等を参考に計上 

   公 租 公 課 11,287 公租公課関係資料に基づき計上 

   損 害 保 険 料 626 類似不動産の水準等をもとに計上 

   そ の 他 費 用 700 過年度実績額及び対象不動産の個別性を考慮して計上 

  運 営 純 収 益 ( N O I ) 148,703 － 

   一 時 金 の 運 用 益 238 中長期安定的に収受可能な敷金額に運用利回りを乗じて計上 

   資 本 的 支 出 2,219 過年度実績、類似不動産の水準及びERを考慮して計上 

  純 収 益 ( N C F ) 146,722 － 

  還 元 利 回 り 3.3% 
対象不動産の立地条件、建物条件及びその他条件に起因するス
プレッドを加減するとともに、将来における不確実性や類似不
動産に係る取引利回り等を勘案の上、査定 

 D C F 法 に よ る 価 格 4,330,000 － 

  割 引 率 3.1% 
類似不動産の投資利回り等を参考に、対象不動産の個別性等を

総合的に勘案の上、査定 

  最 終 還 元 利 回 り 3.4% 

類似不動産の取引利回り等を参考に、投資利回りの将来動向、
投資対象としての対象不動産の危険性、今後の経済成長率の一
般的予測や不動産価格及び賃料の動向等を総合的に勘案の上、
査定 

積 算 価 格 4,300,000 － 

 土 地 比 率 79.9% － 

 建 物 比 率 20.1% － 
 

鑑定評価額の決定に際し留意した事項 
収益的側面からの価格形成プロセスを忠実に再現した収益価格がより説得力を
有すると判断し、積算価格は参考に留め、収益価格を採用 

（注）上記表中の金額は、千円未満を切り捨てて記載しており、合計金額が運営収益や運営費用その他の項目の数字と一致しない場合があり

ます。 

 

※ 賃貸借契約に係る平均賃料単価との比較 

鑑定評価に係る平均賃料単価 5,456円/㎡（18,036円/坪） 

賃貸借契約に係る平均賃料単価 4,982円/㎡（16,471円/坪） 

(注 1) 「鑑定評価に係る平均賃料単価」は、鑑定評価書に記載された直接還元法における「共益費込み貸室賃料収入」に基づく平均賃料単

価を記載しています。 

(注 2) 「賃貸借契約に係る平均賃料単価」は、前記「3.取得予定資産の内容」の月額賃料に基づく平均賃料単価を記載しています。 

(注 3) 「鑑定評価に係る平均賃料単価」、「賃貸借契約に係る平均賃料単価」はいずれも店舗賃料を除いています。 

以 上 

 

※ 本投資法人のウェブサイト：https://sekisuihouse-reit.co.jp/ 

 

＜添付資料＞ 

参考資料 取得予定資産の物件写真及び周辺地図 
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参考資料 取得予定資産の物件写真及び周辺地図 

 
 

 


